
令和 元 年度 総合計画実施計画表

①
②
①
②
① ②
① ②

～

事業区分

実施計画区分 該当 予算
小事業

名

学校給食管理事業
新規・継続・臨時区分 継続

１．基本情報
事務事業名 学校給食管理事業 事業No. 
事業担当課 教育部　学事課 所属長 前川　孝之 担当者

③安全・安心な学校給食の提供

会計区分 一般

堀　典子 長井朋彦、神澤公大

年度

２．事業の概要

対象（誰を、何を） 丹波市立小・中学校に通う児童、生徒等

実施目的
ベストな状態（期待される効果）

市内小・中学校に通う児童、生徒が、安全・安心で栄養バランスの取れたおいしい学校給食を喫食す
ることができる。

根拠法令・個別計画等 学校給食法、市学校給食センター設置条例、同施行規則等
事業期間 開始年度 16 年度 終了年度 無期

総合計画の位置づけ

まちづくり目標
【５】ふるさとに愛着と誇りをもった人づくりのまち

施策目標
５‐２【教育環境】子どもたちが安心して通い楽しく学べる教育環境をつくろう

施策の展開

事業の概要
（具体的手段・全体計画）

・学校給食の提供（献立作成、食材購入、調理、食物アレルギー対応、配送、洗浄、清掃等）
・学校給食運営基本計画【第２次】におけるロードマップに基づく事業の実施
・給食費の徴収
・給食センターの維持管理

各年度の事業概略

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
・学校給食センター調
理・配送業務の事業
者選定
・食物アレルギー対
応マニュアルの作成
・給食費の検討

・春日学校給食セン
ター調理業務の民間
委託の開始
・市島学校給食セン
ターの廃止・統合に
向けた準備
・給食費の未納対策

・市島学校給食セン
ターの廃止・統合に
伴う配食エリアの変
更
・（仮称）第2次丹波市
学校給食運営基本計
画の策定
・給食費の未納対策

・市島学校給食センター
解体撤去工事
・学校給食費の徴収方
法の変更
・学校給食費の未納対
策（支払督促等）
・青垣学校給食センター
の機器更新に伴う実施
設計

・市島学校給食セン
ター解体撤去工事
・学校給食費の未納
対策（支払督促等）
青垣学校給食セン
ターの厨房機器購入
（洗浄機器等）

令和元年度事業
及び積算内容

　・市島学校給食センター解体撤去及び付帯工事
　・青垣学校給食センターの厨房機器更新

コスト（千円） 予算額 予算額 予算額 予算額

直接事業費Ａ 483,656 544,546 583,737 615,003 700,716

予算額

総事業費Ａ＋Ｃ＋E 681,656 728,546 728,937 758,203 830,466

人件費C=B×7,500千円 144,000 144,000 129,200 129,200 117,750

職員従事者数（人・年）Ｂ 18.00 18.00 17.00 17.00 15.70

人件費E=D×2,000千円 54,000 40,000 16,000 14,000 12,000

非常勤職員従事者数（人・年）D 27.00 20.00 8.00 7.00 6.00

国・県支出金 0 0 0 0 0
特定財源 285,102 291,037 290,510 316,532 390,258

受益者負担金 284,857 273,219 290,420 282,635 272,332
借入金（地方債） 0 0 0 33,800 33,800

一般財源 396,554 437,509 438,427 441,671 440,208
その他特財 245 17,818 90 97 84,126

３．指標等の進捗管理

目
標
達
成
状
況

指標名 単位 説明・算定式
H27目標 H28目標 H29目標 H30目標 Ｒ1目標
H27実績 H28実績 H29実績 H30実績 Ｒ1実績

成果
衛生管理上の支障を懸念し、
喫食を停止させた回数

回
学校（園）において異常を発見
し、喫食を停止させた回数

0 0 0 0 0
0 0 0 0

5.0 5.0 5.0
11.4 5.0 4.2 4.8

成果
給食残渣量／年（市内全
域）

t
児童等が給食を食べ残した総重
量【全校（園）：年間】

5.0 5.0

5.0 5.0 5.0
11.4 0.0 － －

成果 「おいしくない」の割合 ％
アンケート調査において「おいしくな
い」と回答した割合

5.0 5.0

99.0 99.3 99.5
98.4 98.4 98.6 98.3

成果 給食費（現年分）の徴収率 ％
給食費収入額／給食費調定
額

98.5 98.5
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70.0 80.0 90.0
20.0 50.0 60.0

成果
大規模改造工事の達成率
（第4次整備計画）

％ 改修済棟数÷計画棟数
20.0

16 17 17 18
成果

市内小中学校のエレベー
ター設置件数

件
市内小中学校のｴﾚﾍﾞｰﾀｰ設
置件数（全体21件）

16 18

成果
屋内運動場に整備された多
目的トイレの整備率

％ 整備済校数÷全校数（29校）
90.6 90.6

18 18 18

100.0 - - -
93.7 93.1 93.1

90.6 90.6 93.1 93.1

３．指標等の進捗管理

目
標
達
成
状
況

指標名 単位 説明・算定式
H27目標 H28目標 H29目標 H30目標 Ｒ1目標
H27実績 H28実績 H29実績 H30実績 Ｒ1実績

成果
屋内運動場における吊天
井の耐震化率

％
整備済施設÷吊天井のある
施設（全体21棟）

100 100.0 100.0 100.0 100.0

一般財源 99,941 188,635 112,714 82,978 49,591
その他特財 0 0 0 0 0
受益者負担金 0 0 0 0 0
借入金（地方債） 1,062,900 1,308,300 727,800 1,532,878 259,700
国・県支出金 218,799 211,264 155,941 229,797 48,132

特定財源 1,281,699 1,519,564 883,741 1,762,675 307,832

人件費E=D×2,000千円 0 1,820 2,000 2,000 2,000

非常勤職員従事者数（人・年）D 0.91 1.00 1.00 1.00

人件費C=B×7,500千円 28,320 31,600 24,472 24,472 22,500

職員従事者数（人・年）Ｂ 3.54 3.95 3.22 3.22 3.00

令和元年度事業
及び積算内容

市内18小学校における空調設備整備工事（繰越）・・・972,000千円
黒井小学校中央校舎大規模改造工事・・・250,000千円
黒井小学校屋外便所整備工事（繰越）・・・18,000千円
新井小屋内運動場屋根改修工事・・・56,000千円

コスト（千円） 予算額 予算額 予算額 予算額

直接事業費Ａ 1,353,320 1,674,779 969,983 1,819,181 332,923

予算額

総事業費Ａ＋Ｃ＋E 1,381,640 1,708,199 996,455 1,845,653 357,423

事業の概要
（具体的手段・全体計画）

・第４次学校施設整備計画、第５次学校施設整備計画に基づいて、学校施設の長寿命化やバリアフ
リー化、防災機能強化、普通・特別教室の空調設備導入等の施設整備を実施する。

各年度の事業概略

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
・青垣小学校建設工
事(債務負担）
・西小学校屋体天井
落下防止対策工事
・柏原中学校屋内運
動場大規模改造工事
・春日部小学校北校
舎大規模改造工事

・青垣小学校建設工事
(債務負担）
・春日部小学校北校舎
大規模改造工事（繰越）
・新井小学校南校舎大
規模改造工事
・市島中学校プール改造
工事

・柏原中学校校庭貯留施設設置
工事（繰越）
・柏原中学校北校舎大規模改造
工事（繰越）
・黒井小学校西校舎大規模改造
工事（繰越）
・春日部小学校屋内運動場大規
模改造工事（繰越）
・崇広小学校渡り廊下耐震補強
工事（繰越）
・青垣小学校銘板等設置工事
（繰越）

・小川小学校東校舎空調設備整
備工事（繰越）・南小学校北校舎
便所改修工事（繰越）・南小学校
空調設備整備工事（繰越）・黒井
小学校中央校舎大規模改造及
びエレベーター棟新設工事（繰
越）
・小川小学校東校舎大規模改造
工事・南小学校北校舎大規模改
造工事

・市内18小学校における空
調設備整備工事（繰越）
・黒井小学校中央校舎大規
模改造工事
・黒井小学校東校舎大規模
改造工事
・黒井小学校屋外便所整備
工事（繰越）
新井小屋内運動場改修工
事

年度

２．事業の概要

対象（誰を、何を） 市内に通学する人、市内に住む人

実施目的
ベストな状態（期待される効果）

・適正規模・適正配置基本方針の方向性を踏まえた施設整備を実施する。
・学校教育の場として適切な環境が確保できるように整備する。
・地域住民の緊急避難場所として、安全を確保する。

②学校の適正規模・適正配置
根拠法令・個別計画等 義務教育諸学校等の施設費の国庫負担に関する法律、学校教育法、建築基準法

事業期間 開始年度 16 年度 終了年度 無期

総合計画の位置づけ

まちづくり目標
【５】ふるさとに愛着と誇りをもった人づくりのまち

施策目標
５‐２【教育環境】子どもたちが安心して通い楽しく学べる教育環境をつくろう

施策の展開
①安全・安心な学校の施設整備

小学校管理事業 中学校管理事業

会計区分 一般 小学校施設整備事業（繰越分）他1事業 小学校空調整備事業

服部　昇

事業区分

実施計画区分 該当 予算
小事業

名

小学校施設整備事業 中学校施設整備事業
新規・継続・臨時区分 継続

１．基本情報
事務事業名 学校教育施設整備事業 事業No. 
事業担当課 教育部　学事課 所属長 前川　孝之 担当者
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- - 4.0
- - - -

活動
市島地域市立小学校統合
準備委員会の開催回数

回 統合準備委員会の開催数
- -

2.0 3.0 6.0 - -
活動

市島地域のこれからの教育
を考える会の開催回数

回 教育を考える会の開催数
4.0 4.0

活動
山南地域市立中学校統合
準備委員会の開催回数

回 統合準備委員会の開催数
5.0 0.0

4.0 - -

3 3 3 3
0.0 4.0 8.0

2.0 0.0 0.0 5.0

３．指標等の進捗管理

目
標
達
成
状
況

指標名 単位 説明・算定式
H27目標 H28目標 H29目標 H30目標 Ｒ1目標
H27実績 H28実績 H29実績 H30実績 Ｒ1実績

活動
これからの教育を考える会
が設立された地域数

地域
教育を考える会が設立された
地域数

4 4 4 4 4

一般財源 8,295 74,119 20,242 7,942 13,637
その他特財 0 8,000 0 0 0
受益者負担金 0 0 0 0 0
借入金（地方債） 0 4,600 0 0 0
国・県支出金 0 7,540 0 0 0

特定財源 0 20,140 0 0 0

人件費E=D×2,000千円 0 0 0 0 0

非常勤職員従事者数（人・年）D 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

人件費C=B×7,500千円 8,000 14,320 13,604 7,600 12,525

職員従事者数（人・年）Ｂ 1.00 1.79 1.79 1.00 1.67

令和元年度事業
及び積算内容

委員謝金278千円、謝礼金160千円、費用弁償119千円、会議録反訳委託料477千円、通行料及び駐
車料40千円、会場借上料38千円

コスト（千円） 予算額 予算額 予算額 予算額

直接事業費Ａ 295 79,939 6,638 342 1,112

予算額

総事業費Ａ＋Ｃ＋E 8,295 94,259 20,242 7,942 13,637

事業の概要
（具体的手段・全体計画）

・各地域でのこれからの教育を考える会の立ち上げを調整する。
・山南地域市立中学校統合準備委員会を開催し、統合中学校開校に向けた協議を進める。
・市島地域市立小学校統合準備委員会を開催し、協議を進める。

各年度の事業概略

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
・通学方法の具体
的検討（青垣）
・統合準備委員会、
教育を考える会の
開催
・廃校施設、跡地の
利活用検討

・閉校式の実施。
・スクールバス運行方法等
の検討
・開校に伴う事務調整
・廃校施設、跡地の利活用
検討
・統合準備委員会、教育を
考える会の開催

・開校式の実施
・教育を考える会の
開催
・廃校施設の管理

・統合準備委員会
の開催

・統合準備委員会
の開催
・適正規模・適正配
置基本方針の再検
討の着手

年度

２．事業の概要

対象（誰を、何を） 市民、児童生徒

実施目的
ベストな状態（期待される効果）

・将来の児童生徒数の推移等を見据え、子どもたちのより良い教育環境の整備と、教育の質のさらな
る充実を推進する。
・適正規模・適正配置に関する協議を契機として、子どもたちのより良い教育環境について協議・検討
することにより、新しい学校のあり方、地域コミュニティのあり方について議論を深める。

根拠法令・個別計画等 学校教育法施行規則（第41条）、義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律施行令（第４条）　他

事業期間 開始年度 23 年度 終了年度 無期限

総合計画の位置づけ

まちづくり目標
【５】ふるさとに愛着と誇りをもった人づくりのまち

施策目標
５‐２【教育環境】子どもたちが安心して通い楽しく学べる教育環境をつくろう

施策の展開
②学校の適正規模・適正配置

事務局費

会計区分 一般

船越　正一

事業区分

実施計画区分 該当 予算
小事業

名

職員人件費
新規・継続・臨時区分 継続

１．基本情報
事務事業名 学校適正規模・適正配置計画事業 事業No. 
事業担当課 教育部　教育総務課 所属長 足立　勲 担当者


